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1 　不動産実務に即した詳細な解説
　本書は、令和 3年の民法等改正に伴う相隣関係法の大幅改正を解説
したものである。相隣関係案件は、弁護士、司法書士および土地家屋
調査士等の専門家のほか、不動産取引に関与する業者にとっても、最
も身近なものである。ところが、相隣関係法の解説書は、法律相談を
中心とするものが多く、その「背景事情や訴訟実務等にまで踏み込ん
で解説したもの」は必ずしも多くはない。

2　行政法及び税法等に関する幅広い執筆陣
　本書の執筆陣は、「現代法研究会」の参加者である。「現代法研究
会」は、外国の裁判官等のほか、医師、公認会計士・税理士、国家公
務員、企業役員等の異業種の専門家も参加する横断的な研究会であ
る。本書も、元東京高裁判事・元早稲田大学大学院教授のほか、民法
研究者、公認会計士・税理士、弁護士および地方自治体職員が協力し
て執筆したものである。また、新進気鋭の司法書士にも、議論に参加
していただいた。
　相隣関係については、私有地と私有地との関係を前提にした研究等
が多い。しかし、相隣関係実務を担当していると、市道等の公共用財
産との関係が問題となることが多い上、土地の時効取得等に伴う税務
処理に迷うこともある。地方自治体の職員や公認会計士・税理士も参
加した「幅広い執筆者」による本書は、このような実務のニーズに応
えるものと確信している。

3　IT・AI 時代の専門家向け実務書
　本書の執筆に当たり、特に重視したのは、「司法界の IT 化と専門
家との関係」である。日本は、諸外国と比べて IT化が遅れていると
いわれる。司法の世界も例外ではない。弁護士等の法律専門家は、判
例等の情報の処理を生業としている。将来、司法の世界でも、大量の
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判例等の情報を処理するAI の活用は、避けて通ることができないよ
うに思われる。本書は、AI に負けない法律家を念頭に置いて、「実務
に即して考える」ことを最優先にしたものである。
　最後に、本書の刊行に当たり、学陽書房編集部の大上真佑さんにお
礼を申し上げたい。大上さんには、仕事や実務に追われて遅々として
執筆が進まない私達を激励していただいた。大上さんがおられなけれ
ば、本書は完成していなかったであろう。

執筆者を代表して　　西口　元
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1 ｜隣地使用権の理論
1 隣地使用権の内容・趣旨
　旧民法は、隣地使用について「土地の所有者は、境界又はその付近
において障壁又は建物を築造し又は修繕するため必要な範囲内で、隣
地の使用を請求することができる。ただし、隣人の承諾がなければ、
その住家に立ち入ることはできない」としていた（旧民法209条 1 項）。
　この規定については、条文に挙げられていない工事等でも隣地の使
用請求は可能なのか、工事等の際に隣地の使用をどの程度まで請求で
きるのか、隣家の人が行方不明であった場合等は隣地を使用できるか
否か、などの点が必ずしも明確ではなかった。
　そのため、令和 3年改正により隣地を使用する目的について、①境
界における建物等の築造、収去または修繕（209条 1 項 1 号）、②境界
標の調査または境界に関する測量（同 2号）、③民法233条 3 項の規定
による枝の切取り（同 3号）と明記した。

2 要件̶隣地使用の目的
（ 1）境界又はその付近における障壁、建物その他の工作物の築造、

収去又は修繕（民法209条 1 項 1 号）
　障壁および建物以外の工作物を境界線付近に配置する場合等につい
ても隣地の使用を認めることが合理的であると考えられる。このこと
から、土地所有者が、境界またはその付近における工作物（障壁また
は建物）の築造または修繕の工事のために隣地所有者の承諾がなくと
も隣地を使用することができる（部会資料52・ 2 頁）。

1
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（ 2）境界標の調査又は境界に関する測量（同 2号）
　境界標の調査または境界に関する測量については、土地を売却する
場合や、土地上に建物等を建築する場合などにおいて当該土地の境界
や面積を明らかにする必要がある。また、土地の境界を明らかにする
ことは、不動産に関する社会経済活動を支えるものとして重要であ
る。
　そのため、境界標の調査または境界を確定する測量の目的で隣地使
用を認める規律が定められた。なお、民法209条 1 項 2 号の「境界」
とは所有権の境界（所有権界）を指すのであり、公法上の筆界につい
ては民法の規律の対象とはならない。

（ 3）民法233条 3 項の規定による枝の切取り（同 3号）
　たとえば、竹木の地盤面と越境された土地の地盤面とに高低差があ
る斜面地などにおいて竹木の存在する土地に立ち入らなければ枝を切
除することができない場合が考えられる（部会資料18・ 2 頁）。

3 要件̶「必要な範囲内」
　旧民法209条 1 項に規定されていた「必要な範囲内」という文言の
解釈に関して隣地を使用する必要があるかどうかは、①隣地使用を請
求する者の主観的な使用の必要性、使用する規模、社会的必要性（社
会的価値）、緊急性等、②隣地所有者の利用状況、その受けるであろ
う不利益、損害の性質・程度、他に可能な方法があるかどうか等の事
情を総合的に考慮して判断すべきである（能見善久・加藤新太郎『論
点体系判例民法（ 2）物権　第 3版』（第一法規、2018年））。津地伊
勢支決昭48.6.20判時714号216頁は、鉄筋コンクリート造 8階建建物
工事のため、隣地の土地および空間の使用を認めている。ただし、土
地の形状を著しく変更する行為などは「必要な範囲」とはいえない。
　 2号要件に関連して、土地所有者は調査や測量のために隣地を掘り
起こすこともできるか、それが「必要な範囲内」での隣地の使用に当
たるかどうかについては、解釈に委ねられる。原則として肯定してよ
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2 ｜隣地使用権の実務
事例　　隣地使用権の行使と自力救済の禁止

　Ａは、甲地および甲地上の建物を所有し、現在家族と同居して生活
している。甲地は、乙地と隣接している。
　Ａは、当該建物の修繕の必要性について専門業者に相談したとこ
ろ、特に屋根の経年劣化が進み、数年後には雨漏りする危険性がある
と指摘された。また、当該屋根を修繕するためには足場を組まなけれ
ばならず、その場合は越境して乙地の一部を利用する必要がある。
　次の各事例において、Ａは、どのような対応をすべきか。
［ 1］乙地上には建物その他の工作物は存在せず、かつ、乙地の所有
者はＢであることが判明している。Ｂは、現在乙地を利用していな
い。Ａは、Ｂに対して事前の通知（民法209条 3 項本文）をしたとこ
ろ、Ｂは乙地の使用を拒否した。
［ 2］乙地上に建物その他の工作物は存在せず、かつ、乙地の所有者
および隣地使用者が不特定または所在不明であるとき。
［ 3］乙地上に建物が存在し、乙地の所有者はＢ、当該建物の所有者
はＣであると判明しているとき（Ｃは当該建物に現住している）。

甲地
（Ａ所有）

乙地

事例［1］ ［2］

事例［1］Ｂ所有
事例［2］所有者不明

事例［3］

甲地
（Ａ所有）

乙地
（Ｂ所有）

建物
（Ｃ所有）
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1 実務上の留意点
　隣地使用権の法的性質（効果）については使用権構成が採られるた
め（民法209条 1 項本文）、隣地所有者および「隣地使用者」（民法209
条 2 項）の同意を得なくても、土地の所有者は隣地を使用することが
できる。他方、自力救済は禁止されることから、これを抑止するた
め、実務上は、隣地所有者および隣地使用者が判明している限り、各
人らの明示的な同意を得た上で権利行使することになろう。隣地が共
有に属する場合には、当該同意は管理行為（民法252条 1 項）に当た
るとして共有持分の価格の過半数を有する共有者の同意を得れば足り
ると思われる。隣地使用権の行使は通常一時的であり、土地の利用の
制約は限定的なものにとどまるためである。

2 事例［ 1］̶応答がない場合／明示的に拒絶する場合
（ 1）取り得る手段
　本事例においては乙地の所有者が判明し、かつ利用を明示的に拒否
している。この場合甲地の所有者Ａは、民事調停を申し立てる（民調
法 4条の 2）ほか、以下の訴訟提起によることが考えられる。なお、
隣地使用権の権利行使については、調停前置主義は採られていない。

（ 2）訴訟提起
① 事案に応じた訴訟選択
　隣地使用権の実現方法については、事案に応じて検討する必要があ
る。具体的には、ア）通知に対する応答がない場合には、隣地使用権
の確認の訴えまたは隣地使用権に基づく妨害差止の訴えによることが
考えられる（日弁連WG58頁［島田耕一］は「反応がない場合にも、
隣地使用権確認等を求める等の裁判手続をとるべき」とする）。イ）
隣地使用を明示的に拒絶する場合についても、隣地使用権の確認の訴
えまたは隣地使用権に基づく妨害差止の訴えによることが考えられ
る。
　また、ア）・イ）の場合ともに、現に妨害行為が認められるとき
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1 ｜空き家に関する相隣関係の理論
1 相隣関係と空き家問題
　隣地に空き家がある場合、その状態によっては自己の財産が損害を
被るおそれがある。また、そうした私人（隣地所有者）間の問題にと
どまらず、空き家は防災・衛生・景観等の面で様々な問題を引き起こ
すため、地方自治体が取り組むべき課題として捉えられている。

2 民事上の対応
（ 1）空き家の所有者が判明している場合
　隣地の空き家が倒壊して自己所有財産（土地・建物等）を侵害し
た、あるいは侵害するおそれがある場合には、当該土地所有者は、空
き家所有者に対して、所有権に基づく物権的請求権（妨害排除請求・
妨害予防請求）を行使することが考えられる。
　また、隣地の空き家の一部が崩れるおそれがある場合には、当該土
地所有者は、事務管理（民法697条・698条）に基づいて自ら費用を負
担して修繕し、当該空き家所有者に対して費用償還請求権（民法702
条 1 項）を行使することが考えられる。

（ 2）空き家の所有者が不明または所在不明の場合
　令和 3年民法改正前は、空き家の所有者が不明の場合、不在者財産
管理人（旧民法25条 1 項前段）または相続財産管理人（旧民法952条
1 項）の制度を利用して対応していた。しかし、これらの制度は不在
者または被相続人の財産全てについて管理の対象としなければならな
いため、手続が長期にわたり、また予納金が多額になるといわれた。

11
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　こうした課題に対応するため、令和 3年民法改正により所有者不明
建物管理制度（民法264条の 8）および管理不全建物管理制度（民法
264条の14）が創設された。これらの制度では、申立ての対象は特定
の建物に限られ、他の財産の調査・管理は不要となる。管理期間も短
縮されるため、管理人の負担は軽減されることになる。その結果、予
納金の負担も軽減される（法務省民事局ポイント38頁参照）。

（ 3）所有者不明建物管理制度
① 所有者不明建物管理命令
　所有者不明建物については、裁判所は、所有者を知ることができ
ず、またはその所在を知ることができない建物（建物が数人の共有に
属する場合にあっては、共有者を知ることができず、またはその所在
を知ることができない建物の共有持分）について、必要があると認め
るときは、利害関係人の請求により、その請求に係る建物または共有
持分を対象として、所有者不明建物管理人による管理を命ずる処分
（以下「所有者不明建物管理命令」という）をすることができる（民
法246条の 8第 1項）。
　「所有者を知ることができず、又はその所在を知ることができない
場合」の該当性については、裁判所が事案に応じて適切に判断すべき
ことになる。条文上は、探索方法についての特段の明示はない。建物
所有者の調査方法の例として、登記名義人が自然人であれば、登記
簿、住民票上の住所、戸籍等を調査し、事案に応じて現地調査が求め
られることになる（法務省民事局ポイント39頁）。
② 申立権者（「利害関係人」）
　申立権者である「利害関係人」とは、①その建物が適切に管理され
ないために不利益を被るおそれがある隣接地所有者や②一部の共有者
が不明な場合の他の共有者などがこれに当たると考えられている（部
会資料43・ 3 頁参照）。民間の買受希望者については本書174頁の事例
参照。
　また、所有者不明建物管理命令の請求は、国の行政機関の長または

第３章　新相隣関係法をめぐる諸問題……169


